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第92期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

事業報告の「会社の体制および方針」
連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

事業報告の「会社の体制および方針」、連結計算書類の連結注記表及び計算
書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づ
き、当社ウェブサイト（https://www.kawai.co.jp/ir/sokai/）に掲載す
ることにより株主の皆様に提供しております。

表紙
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６．会社の体制および方針
⑴　業務の適正を確保するための体制

　当社では、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」に
ついて、取締役会にて決議しております。その概要は以下のとおりであります。
イ．当社および当社子会社の取締役ならびに従業員の職務執行が法令および定款に適合する

ことを確保するための体制
⒜　当社は、株主の皆様や国内外の顧客、取引先、地域社会、従業員等の当社ステークホ

ルダーに対する企業価値の向上が経営の基本と考え、その実現に向け、当社グループ
の担っている社会的責任を自覚し、日常の業務遂行において、法令等の遵守のみなら
ず、社会的規範に則った行動を目指し、コンプライアンス重視の企業風土を醸成すべ
く、当社グループの全役員および従業員等が遵守すべき事項を定めた「カワイ倫理規
範」、「倫理行動規準」を制定、施行しております。この規範等の徹底を図るため、
「コンプライアンス規程」および関連規程類を整備するとともに、社外の有識者を加
えた「企業倫理委員会」を設置し、コンプライアンス上の重要な事項の審議および社
内への教育・啓蒙を行っております。

⒝　当社グループ全体のコンプライアンスに関わる相談・通報システムとして、社内通報
制度を構築し、その展開に努めております。

⒞　内部監査部門では、当社グループ全体のコンプライアンス面での社内周知の徹底状況
等の監査を行っております。

⒟　株主・投資家の皆様へは、情報開示のための社内体制を整備し、財務報告をはじめ各
種情報の迅速かつ正確な情報開示により経営の透明性を高めるよう努めております。

ロ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報・文書の保存および管理については、「文書管理規程」、
「情報セキュリティ管理規程」および関連規程類を整備し、その対象、保存すべき期間等
を明確化するとともに、必要に応じてその運用状況の検証、規程類の見直しを進めており
ます。

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
⒜　当社は、当社グループ全体としての総合的、包括的リスクの評価、管理を行うため、

「リスクマネジメント基本規程」を制定、施行するとともに、当社取締役を責任者と
する「リスクマネジメント委員会」を設置し、その傘下に部門横断的分野別の防災、
安全衛生、コンプライアンス、環境問題、情報セキュリティ等の各委員会を設置して
おります。
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⒝　「リスクマネジメント委員会」においては、関連する規程類の整備および運用状況の
確認、要員へのリスクを想定した訓練、研修カリキュラム等を企画実行するとともに、
全社リスク管理状況を定期的に取締役会に報告するものとしております。

⒞　不測の事態が発生した場合には、当社取締役を責任者とする「緊急対策本部」をただ
ちに設置し、迅速な対応と損害の拡大を防止する体制を整備することとしております。

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
⒜　当社では、執行役員制度を採用することにより、取締役を少人数に留め、取締役会に

おける意思決定を迅速化させるとともに、「執行役員規程」等に基づき、執行役員に
業務執行権限を委譲し、執行責任を明確にする体制をとっております。

⒝　当社は、変化の激しい経営環境に対応するため、取締役会を定期的に開催するほか、
適宜臨時に開催し、法令・定款で定められた事項、その他当社グループ全体の経営戦
略、中長期の経営方針等の重要事項の決定および経営計画の遂行状況、各取締役の業
務執行状況の監督を行っております。

⒞　取締役会における審議内容の充実と効率性の向上を図るため、経営テーマに応じて経
営会議を設置し、集中的に審議する体制を整えております。

ホ．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
⒜　当社グループにおける業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」を整備し、

各子会社および関係会社に対しては、当社としての担当役員および管掌部門を置き、
子会社および関係会社における経営状況等の総括的管理を行う体制をとっております。

⒝　内部監査部門は、当社規程に基づき、各子会社における業務執行状況、当社との取引
状況等を評価、監査するものとしております。

ヘ．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関
する事項

　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合には、当社は必要に応じ
て監査役の職務の補助をなす従業員を配置するものとし、配置にあたっての具体的な内容
については、監査役会の意見を十分考慮して検討いたします。
　なお、本年５月末日現在におきましては、監査役会はその職務を補助すべき従業員を置
くことについては求めておりません。
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ト．監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性に関する事項および当該従業員
に対する指示の実効性の確保に関する事項

⒜　監査役の職務を補助すべき従業員の任命、異動等の人事については、監査役会の同意
を得た上で行うものといたします。

⒝　監査役の職務の補助をなす従業員は、常勤監査役の指揮命令下に入るものといたしま
す。

チ．取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体
制ならびに報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制

⒜　当社取締役および従業員ならびに当社子会社の取締役、監査役および従業員あるいは
これらの者から報告を受けた者が、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見
したときは、直ちに当社監査役に報告するものとしております。

⒝　監査役は、必要に応じ、経営会議等重要な会議に出席し、取締役および従業員から報
告を受け、また議事録、稟議書等重要な文書の閲覧を行うことができるものとしてお
ります。

⒞　上記⒜の報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行う
ことを禁止し、その旨を当社グループの役員、従業員等へ周知徹底しております。

リ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
⒜　当社は、監査役に対し、当社取締役および当社会計監査人とそれぞれ必要に応じ、十

分な意見交換を行う機会を設けることにより、監査役監査の実効性を高めることに努
めてまいります。

⒝　内部監査部門は、監査役と十分な連携を保ち、当社監査体制と内部統制システム体制
との調整を図り、監査役監査の実効性を高めることに努めてまいります。

⒞　監査役がその職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をしたとき
は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費
用または債務を処理するものとしております。

ヌ．反社会的勢力排除に向けた体制
　反社会的勢力に対しては毅然とした態度で対応することとし、「倫理行動規準」におい
て反社会的勢力とのかかわりを一切持たないことを定め、反社会的勢力の排除に向けて全
社的に取り組むこととしております。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、「内部統制に関する基本方針」に基づき、上記⑴の体制の整備および適正な運
用に努めており、その概要は次のとおりであります。

⒜　取締役会は社外取締役２名を含む10名で構成し、監査役４名も出席した上で開催し、
取締役の職務の執行を監督しました。また、取締役会は執行役員を選任し、各執行役
員は代表取締役の指揮・監督の下、各自の権限および責任の範囲で職務を執行しまし
た。
子会社については定期的にその業務運営状況の報告を求め、重要事項を取締役会にお
いて審議し、子会社の適正な業務運営および当社の実効性のある管理の実現に努めま
した。

⒝　必要に応じてリスクマネジメント委員会、企業倫理委員会等を開催し、リスクへの対
処方針や業務執行の適正性を確保するための方針および対策等を決定するとともに、
これを実施いたしました。

⒞　監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、監査役間
の情報共有などにより会社の状況を把握し、取締役会などに出席して適宜意見を述べ、
意思決定の適正性の確保に努めました。

⒟　内部監査室は、内部監査計画に基づき法令・社内規程等の遵守状況について社内各部
門を対象とする社内監査を実施し、その結果および改善状況を代表取締役や監査役会
等に報告しました。

⑶　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では、2006年６月29日開催の第79期定時株主総会において、剰余金の配当等の決定
については、株主総会の決議とともに取締役会の決議によっても行うことができる旨（当社
定款第41条）の決議をいただいておりますが、期末配当金につきましては、定時株主総会の
決議により決定することとしております。
　また、剰余金の配当方針としましては、各事業年度の業績とともに今後の経営環境ならび
に事業展開を考慮し、経営基盤の安定化に向けた内部留保を確保しつつ、株主各位への安定
的な配当および資本効率の向上を目的とした機動的な株主還元を行うことを基本方針とし、
総還元配当性向30％以上を目標としております。また、当社は中間配当制度を設けておりま
すが、現在は期末配当のみを行うこととしております。
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　当事業年度の期末配当金につきましては、この配当方針に加え、当社グランドピアノのフ
ラッグシップモデル『Shigeru Kawai』が本年９月に誕生20周年を迎えることを記念し、１
株につき普通配当53円、記念配当2円の合計55円とさせていただきたく、2019年６月26日
開催予定の第92期定時株主総会において付議させていただきます。

⑷　会社の支配に関する基本方針
イ．当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者（以下「方針決定を支配する
者」といいます。）の在り方について、基本的には、株主の皆様の自由な判断に基づいた
当社株式の自由な取引を通じて決定されるべきものであると考えており、上場企業として
多様な投資家の皆様に当社の株主となっていただき、また、その様々なご意見を当社の財
務および事業の方針の決定に反映させることが望ましいと考えております。
　昨今のわが国の資本市場においては、経営陣の同意なく、会社支配権の取得を意図して
株式を大量に買付けようとする事例も少なくありません。このような買付けの中には、当
社および当社グループの顧客、取引先、地域社会、従業員等ステークホルダーの利益を著
しく損なう蓋然性の高いものや、株主の皆様に十分な判断の時間や判断の材料を与えない
ものなど、当社の企業価値および株主共同の利益に照らして望ましくない買付けが行われ
ることも予想される状況にあります。
　当社は、このような当社の企業価値および株主共同の利益に照らして望ましくない買付
けを行おうとする者に対して、方針決定を支配する者となる機会を与えることは、株主の
皆様からの様々な意見を当社の財務および事業の方針の決定に反映させるためには望まし
くないものと考えております。
　また、当社事業の主軸は音楽・教育分野にあり、これら事業は単にハードやソフトを提
供することにとどまるものではなく、文化に深く関わる事業であると考えております。こ
のような事業の運営においては、経済的側面のみならず文化的側面も視野に入れたバラン
スのとれた経営姿勢が不可欠であると考えております。かかる観点から、方針決定を支配
する者においては、このような経営姿勢についても、十分に理解していることが望ましい
と考えております。
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ロ．基本方針に関する取組み
⒜　財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取

組み
　当社は、以下のような取組みを鋭意実行することが、当社の企業価値および株主共同
の利益を向上させることとなり、さらなる多様な投資家の皆様からの当社への投資を促
進させ、結果として、上記イ．の基本方針の実現に資するものであると考えております。

 

（ⅰ）当社は、2022年３月までの３ヵ年を対象期間とする第６次中期経営計画「Resonate 
2021」を2019年４月１日より遂行中であります。同計画では、長期ビジョンとし
て「100年ブランドの確立」を掲げ、100年、そしてさらにその先の継続的な発展
に向け、祖業であるピアノづくりで世界一を目指し、各事業の強みをさらに深化さ
せ、お客様満足度の追求・向上と音楽文化の発展を通して企業価値・ブランド力の
向上と持続的な成長を図ってまいります。

（ⅱ）当社は適切な組織体制の構築のために、以下の取組みを行っております。
当社は、意思決定の迅速化と経営陣の責任の明確化のために、執行役員制度を採用
して業務執行と監督の分離に取り組むとともに、取締役の任期を１年としておりま
す。
また当社は、独立性の高い社外取締役および社外監査役を選任し、取締役の業務執
行の監督、監査に当たらせております。加えて、2015年６月からは社外取締役を２
名選任し、同年12月には社外役員４名と社内取締役３名から構成されるコーポレー
トガバナンス委員会を設けることによりさらなるガバナンスの強化を図っておりま
す。

（ⅲ）上記のほかにも、機関投資家や証券アナリストへの説明会の開催、個人投資家向け
のIR活動の推進により株主の皆様との長期安定的な信頼関係の構築に努めてまい
ります。

⒝　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配さ
れることを防止するための取組み

　当社は、基本方針に照らし不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が
支配されることを防止するための取組みの一つとして、2007年６月28日開催の第80期
定時株主総会における株主の皆様のご承認により当社株式の大規模買付行為に関する対
応方針を導入し、2016年６月28日開催の第89期定時株主総会における株主の皆様のご
承認により内容を一部改定のうえ、新たな対応方針（以下、「旧プラン」といいます。）
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として更新してまいりましたが、旧プランの有効期間の満了に伴い、本年５月21日開催
の当社取締役会において、同年６月26日開催予定の第92期定時株主総会における株主の
皆様のご承認を効力発生の条件として、旧プランの内容を承継し、更新することを決議
しております。（以下、更新後の対応方針を「本プラン」といいます。）なお、株主の
皆様にお諮りする本プランの詳細は、本定時株主総会の招集ご通知の株主総会参考書類
における第５号議案に記載いたしましたとおりです。

ハ．当社の取組みが、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、当社の会社
役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

⒜　ロ．⒜　の取組みについて
　第６次中期経営計画「Resonate 2021」に関する当社の取組みは、究極的にはステー
クホルダー全体の利益を実現するための施策として当社経営陣に課せられた課題である
と考えておりますので、株主共同の利益を害するものではなく、また、当社の会社役員
の地位を維持することを目的とするものでもありません。
　執行役員制度、取締役の１年任期制、社外取締役の増員、社外監査役による取締役の
業務執行監査、コーポレートガバナンス委員会の設置については、いずれも適正な業務
執行を担保するために導入したものであり、株主共同の利益を害することにはなりませ
んし、また当社の会社役員の地位を維持するためのものでもありません。
　機関投資家や証券アナリストへの説明会の開催、個人投資家向けのIR活動の推進につ
いても、株主共同の利益を害するものではなく、投資家の皆様の判断に資することを目
的として行おうとするものですので、当社の会社役員の地位を維持するものでもないと
考えております。

⒝　ロ．⒝　の取組みについて
　本プランは、以下のような点から、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するもので
はなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないものと考えております。

（ⅰ）本プランの内容は、大規模買付者に対して事前に大規模買付情報の提供、および大
規模買付行為の是非を判断する時間を確保することを求めることによって、大規模
買付者の提案に応じるか否かについて株主の皆様の適切な判断を可能とするもので
す。したがって、株主共同の利益を害するものではなく、基本方針に沿う内容とな
っております。

（ⅱ）本プランにおいて、対抗措置が発動される場合としては、大規模買付者が予め定め
られた大規模買付ルールを遵守しない場合や、当社企業価値および株主共同の利益
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を著しく損なうと認められる場合に限定しております。このように、対抗措置の発
動は当社の企業価値および株主共同の利益に適うか否かという観点から決定するこ
ととしておりますので、基本方針に沿い、株主共同の利益を害するものではなく、
また、当社の会社役員の地位の維持を目的としないものとしております。

（ⅲ）本プランにおいては、独立性の高い社外者を構成員とした独立委員会を設置し、対
抗措置の発動を当社取締役会が判断するにあたっては、独立委員会の勧告を最大限
尊重することとしております。また、当社取締役会において、必要に応じて外部専
門家等の助言を得ることができるものとしております。このように、対抗措置を発
動できる場合か否かの判断について、当社取締役会の恣意的判断を排除するための
仕組みを備える内容となっており、株主共同の利益を害するものではなく、また、
当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでもないといえます。

　本プランは、更新後３年毎に、本プランの期間更新または廃止について、定時株主総会の
議案として上程し、株主の皆様に対して本プランの継続の是非をお諮りすることとしており
ます。
　また、取締役の任期を１年としていることを前提として、毎年、定時株主総会における取
締役の選任議案に各取締役候補者の本プランに関する賛否を記載するとともに、定時株主総
会後、最初に開催される取締役会において、株主の皆様より選任された取締役が本プランの
継続または廃止の決議を行い、決議結果を速やかに株主および投資家の皆様へ開示すること
としております。
　このように、本プランの継続については、株主の皆様の意思が直接反映されるよう努めて
おり、株主共同の利益を害することのないよう、また、当社の会社役員の地位の維持につな
がることのないよう努めております。

以　上
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連 結 注 記 表

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
連結子会社の数　　　　　　　21社
主要な連結子会社の名称　　　カワイアメリカコーポレーション

カワイヨーロッパGmbH
PT.カワイインドネシア
カワイ精密金属株式会社

　前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であったカワイUK Ltd.は、重要性が
増加したことから当連結会計年度より連結子会社に含めております。また、当連結会計年
度中にカワイアメリカコーポレーションが同社の連結子会社ミディミュージックセンター
Inc.を吸収合併いたしました。

②　非連結子会社の状況
非連結子会社の数　　　　　　２社
主要な非連結子会社の名称　　株式会社カワイ旅行センター

　非連結子会社につきましては、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持
分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な
影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法適用非連結子会社の数　　２社

　前連結会計年度において持分法適用非連結子会社であったカワイUK Ltd.は、重要性が増
加したことから当連結会計年度より連結子会社に含めております。
　持分法適用非連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる子会社については、その子
会社の直近の事業年度にかかる計算書類を使用しております。
　また、当社には関連会社はありません。
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⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、カワイアメリカコーポレーション及びその連結子会社、カワイヨーロ
ッパGmbH、カワイオーストラリアPTY.Ltd.、PT.カワイインドネシア、PT.カワイミュー
ジックインドネシア、河合貿易（上海）有限公司、河合楽器（寧波）有限公司、上海カワイ
電子有限公司、カワイピアノ・ロシア、河合楽器（中国）有限公司、カワイフランスSAS、
並びにカワイUK Ltd.の在外連結子会社13社の決算日は12月31日であります。
　なお、連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との
間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）
その他有価証券　　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は総平均法により算定）

時価のないもの
総平均法による原価法

デリバティブ　　　　　　　原則として時価法
たな卸資産　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
但し、在外連結子会社は低価法
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②　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

主として定率法
在外連結子会社は定額法
1998年４月１日以降に取得した国内の建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した国内の
建物附属設備及び構築物については定額法
（主な耐用年数）

建物及び構築物 ２～60年
機械装置及び運搬具 ２～16年

無形固定資産　　　　　　　　定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可
能期間（主として５年）に基づく定額法

リース資産
（所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

③　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れに備えて、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　  従業員に対する賞与の支給に備えて支給見積額のうち､
当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。

製品保証引当金　　　　　　　ピアノ及び電子楽器の販売後、保証期間中に発生が見込
まれる補修費用に備えるために、製品群ごとに保証費用
発生率を考慮した額を計上しております。

環境対策引当金　　　　　　　PCB廃棄物処理等の環境対策を目的とした支出に備え
るため、当連結会計年度末において合理的に見積もられ
る額を計上しております。
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④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
重要な外貨建の資産及び負債等の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、当該会社の決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に
換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含め
ております。

ヘッジ会計の方法
　原則として繰延ヘッジ処理によることとしております。なお、為替予約については
振当処理の要件を満たしているので振当処理を行っており、金利スワップ取引につい
ては、特例処理の要件を満たしているので特例処理によっております。

退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ
る見込額に基づき計上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付
見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用しております。

のれんの償却に関する事項
　５年間の定額法により償却を行っております。
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３．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16
日）を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に
表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交
付する取引を行っております。当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託
を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成
27年３月26日）を適用しております。
　なお、信託から従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に
対する当社からの配当及び信託に関する諸費用の純額を資産又は負債に計上しております。
①　取引の概要

　当社は、2014年９月17日開催の取締役会決議に基づき、「信託型従業員持株インセン
ティブ・プラン(E-Ship®）」（以下「本プラン」という。）を導入しております。
　本プランは、「カワイ従業員持株会」（以下「持株会」という。）に加入するすべての
従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、当社が信託銀行に「カ
ワイ従業員持株会信託」（以下「E-Ship信託」という。）を設定し、E-Ship信託は、今後
５年間にわたり持株会が取得すると見込まれる規模の当社株式を、借入金を原資として予
め取得します。その後は、E-Ship信託から持株会に対して継続的に当社株式の売却が行わ
れるとともに、信託終了時点でE-Ship信託内に株式売却益相当額が累積した場合には、当
該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。
　なお、当社は、E-Ship信託が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているた
め、当社株価の下落によりE-Ship信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点にお
いてE-Ship信託内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、
当社が当該残債を弁済することになります。
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②　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により
純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、
当連結会計年度98,606千円、40千株であります。

③　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額
当連結会計年度 91,610千円

５．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 28,571,792千円
⑵　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から直接減額した額

圧縮記帳累計額 63,051千円
⑶　供託資産

投資有価証券（割賦販売法に基づく前受業務保証金） 127,723千円
⑷　偶発債務

保証債務残高 2,296千円
株式会社カワイ旅行センター 2,296千円

⑸　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
　当社及び子会社（カワイ精密金属株式会社、株式会社全音楽譜出版社）においては、運転
資金の効率的な調達を行うため取引銀行12行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約
を締結しております。
　これらの契約に基づく当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに
係る借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額および貸出コミットメントの総額 10,799,680千円
借入実行残高 5,382,680千円
差引額 5,417,000千円

⑹　連結会計年度末日満期手形
　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しており
ます。
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　なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期
手形が、連結会計年度末残高に含まれております。

受取手形 31,315千円
支払手形 192,353千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,011,560株
⑵　配当に関する事項

①　配当金支払額
　2018年６月27日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項
配当金の総額 429,774千円
１株当たりの配当額 50円00銭
基準日 2018年３月31日
効力発生日 2018年６月28日

（注）2018年６月27日定時株主総会決議による配当の総額には、信託が保有する自社
の株式に対する配当金3,070千円が含まれております。

②　基準日が、当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に
　　なるもの

　2019年６月26日開催予定の定時株主総会において、次のとおり決議いたします。
普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 472,730千円
１株当たりの配当額 55円00銭
基準日 2019年３月31日
効力発生日 2019年６月27日

（注）2019年６月26日定時株主総会決議による配当の総額には、信託が保有する自社
の株式に対する配当金2,205千円が含まれております。
なお、配当原資については利益剰余金とすることを予定しております。

─ 15 ─

連結注記表



2019/05/24 14:28:49 / 18484186_株式会社河合楽器製作所_招集通知（Ｆ）

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借
入により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ
ております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに
時価の把握を行っています。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期
借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施して
おります。なお、デリバティブ取引は将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的とし
ており、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額（＊） 時　価（＊） 差　額

①　現金及び預金 11,798,901 11,798,901 －

②　受取手形及び売掛金 7,434,356 7,434,356 －

③　投資有価証券

満期保有目的の債券 132,323 136,751 4,428

その他有価証券 3,708,064 3,708,064 －

④　支払手形及び買掛金 （4,265,340) (4,265,340) －

⑤　短期借入金 (5,432,680) (5,432,680) －

⑥　長期借入金 (1,518,360) (1,522,240) 3,880
（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
①　現金及び預金、ならびに②　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

③　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
　時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。

④　支払手形及び買掛金、ならびに⑤　短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。

⑥　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金の一部は金利スワップの特例処理の対象と
されており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用
される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 185,334

非公募の転換社債型新株予約権付社債 1,831,335
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「③　投資有
価証券」には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,912円42銭
１株当たり当期純利益金額 235円23銭

（注）野村信託銀行株式会社（カワイ従業員持株会信託）が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算
定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（当連結会計年度 40千株）
また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含め
ております。（当連結会計年度 50千株）
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個 別 注 記 表

１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　　　　総平均法による原価法
その他有価証券　　　　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は総平均法により算定）

時価のないもの
総平均法による原価法

⑵　デリバティブの評価基準及び評価方法
原則として時価法

⑶　たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料・仕掛品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品
最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につい
ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

⑷　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法
但し、賃貸設備については定額法
1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法
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（主な耐用年数）
建物及び構築物 ２～60年
機械及び装置 ２～10年

無形固定資産　　　　　　　　　定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、見込利用可
能期間（主として５年）に基づく定額法

リース資産
（所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産）

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

⑸　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れに備えて、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えて支給見積額のうち、
当事業年度に負担すべき額を計上しております。

退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、
退職給付債務算定にあたり、退職給付見込額を当事業年
度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式
基準によっております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理しております。

環境対策引当金　　　　　　　　PCB廃棄物処理等の環境対策を目的とした支出に備え
るため、当事業年度末において合理的に見積もられる額
を計上しております。

関係会社事業損失引当金　　　　関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財
政状態を勘案し、その損失負担見込額を計上しておりま
す。
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⑹　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によることとしております。なお、為替予約については振当
処理の要件を満たしているので振当処理を行っており、金利スワップ取引については特
例処理の要件を満たしているので特例処理によっております。

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

３．表示方法の変更に関する注記
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16
日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区別に表示
し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．追加情報
（従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引について、「連結注記表（追加情
報）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

５．貸借対照表に関する注記
⑴　関係会社に対する債権債務

短期金銭債権 3,604,391千円
長期金銭債権 66,080千円
短期金銭債務 2,486,957千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 17,612,107千円
⑶　国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から直接減額した額

圧縮記帳累計額 63,051千円

─ 20 ─

個別注記表



2019/05/24 14:28:49 / 18484186_株式会社河合楽器製作所_招集通知（Ｆ）

⑷　偶発債務
保証債務残高 30,996千円

株式会社カワイ友の会 28,700千円
株式会社カワイ旅行センター 2,296千円

⑸　当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約
　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行11行と当座貸越契約及び貸出コミットメン
ト契約を締結しております。
　これらの契約に基づく当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る
借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメントの総額 10,399,680千円
借入実行残高 5,332,680千円
差引額 5,067,000千円

⑹　期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残
高に含まれております。

受取手形 16,785千円
支払手形 94,105千円

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 7,829,052千円
仕入高 18,589,353千円
上記以外の営業取引 395,006千円
営業取引以外の取引高 793,021千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 456,554株
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８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 35,599千円
退職給付引当金 2,238,069千円
賞与引当金 187,901千円
減損損失 466,409千円
未払事業税 43,486千円
関係会社株式評価損 742,463千円
資産除去債務 182,793千円
その他 298,011千円
繰延税金資産小計 4,194,733千円
評価性引当額 △3,050,535千円
繰延税金資産合計 1,144,198千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △344,556千円
資産除去債務に対応する除去費用 △24,029千円
固定資産圧縮積立金 △4,314千円
その他 △62,829千円
繰延税金負債合計 △435,728千円

繰延税金資産の純額 708,469千円
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９．関連当事者との取引に関する注記
　子会社等

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合 関連当事者との関係

子会社 カワイ精密金属㈱ 直接
100％

精密異形圧延技術による
各種金属の加工委託
及び治工具の購入

役員の兼任

子会社 カワイアメリカ
コーポレーション

直接
100％

当社製品商品の
米国総販売代理店

役員の兼任

子会社 カワイヨーロッパGmbH 直接
100％

当社製品商品の
ヨーロッパにおける販売代理店

役員の兼任

子会社 PT.カワイインドネシア 直接
99.8％

楽器及び楽器部品の購入
役員の兼任

子会社 河合貿易（上海）有限公司 直接
100％

当社製品商品の
中国における販売代理店

役員の兼任
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会社等の名称 取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

カワイ精密金属㈱

製品及び
原材料の仕入

（注１）
7,155,961 買掛金 576,324

受取配当金
（注２） 131,200 未収入金 389,172

－ － 短期借入金 400,000

カワイアメリカ
コーポレーション

製品の販売
（注１） 2,718,300 売掛金 653,654

カワイ
ヨーロッパGmbH

製品の販売
（注１） 3,797,034 売掛金 990,000

PT.カワイ
インドネシア

製品及び
原材料の仕入

（注１）
7,718,129 買掛金 638,688

有償支給
（注１） 1,878,963 未収入金 707,049

河合貿易（上海）
有限公司

受取配当金
（注２） 281,109 未収入金 261,903

（注）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、毎期価格交渉の上、取引条件を決定して

おります。
（注２）配当金については、配当可能剰余金から必要投資額等を控除した金額をベースに協議の上、決定

しております。

10．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,650円38銭
１株当たり当期純利益金額 86円69銭

（注）野村信託銀行株式会社（カワイ従業員持株会信託）が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」
の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。（当事業年度 40千株）
また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に
含めております。（当事業年度 50千株）
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11．資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
⑴　当該資産除去債務の概要

　音楽教室関連の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。
⑵　当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から３年～18年と見積もり、割引率は0.037～1.993％を使用して
資産除去債務の金額を計算しております。

⑶　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 613,437千円
有形固定資産の取得に伴う増加額 4,818千円
時の経過による調整額 3,131千円
資産除去債務の履行による減少額 △11,875千円
期末残高 609,513千円
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